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2019年 6月 24日 
 

コンサルティングレポート 

 

中小企業とサステナビリティ（CSR調達・健康経営の観点か

ら） 
 

社会システム共創部 ESG コンサルティング室 コンサルタント 櫻井 洋介 

 

近年、SDGs（国連「持続可能な開発目標」1）への関心の高まりや、ESG 投資（環境・社会・ガバナンスといった非財務情

報を投資判断に組み込む投資）の伸長を背景として、企業活動におけるサステナビリティ2の重要性が高まっている。し

かし、「SDGs の経営戦略への組込み」、「ESG 評価向上も目指した非財務情報の開示や取り組みの充実」等といったサ

ステナビリティに関する取り組みは、経営資源の豊富な大企業が主な担い手となっており、中小企業にまで必ずしも波及

していないのが現状である。果たして、サステナビリティに関する取り組みは、大企業や上場企業にのみ求められるもの

であろうか。本稿では、「CSR 調達」と「健康経営3」の観点から、中小企業におけるサステナビリティの重要性について考

察する。 

  

1. 中小企業におけるサステナビリティの浸透状況 

中小企業においては、サステナビリティという概念の周知・浸透が進んでいるとは言い難い。2018 年 12 月に

関東経済産業局が中小企業 500 社の代表取締役を対象に行った調査では、「SDGs について全く知らない（今回の

調査で初めて認識した）」と回答した企業は 84.2%にのぼり、「SDGsという言葉を聞いたことがあるが、内容は詳

しく知らない（8.0%）」を合わせると、9 割超の中小企業が、SDGs の概念を十分に認識していないとの結果であ

った。また、「SDGsについて対応・アクションを検討している」あるいは「SDGsについて既に対応・アクション

を行っている」と回答した企業は 500 社中、わずか 10 社（2%）である。サステナビリティの概念について理解

が進んでいる企業は、サステナビリティ領域における共通言語としても使用されている SDGs の内容を把握して

いることが想定されるため、「SDGs を全く知らない」「内容を詳しく知らない」と回答した 9 割超の中小企業で

は、サステナビリティの周知・浸透が十分に進んでいないと考えられる。 

 

 

（出典）関東経済産業局 

「中小企業の SDGs認知度・実態等調査（平成 30年 12月）」より MURC作成

                                                   
 
1 本稿では、紙幅の都合、SDGs に関する詳しい説明は割愛している。SDGs の詳細は、国際機関や外務省「JAPAN SDGs Action Platform」等

の WEB サイトを参照されたい。 
2 一般的には「持続可能性」と訳される。組織や分野、文脈によって様々な意味付けがなされる概念であるが、本稿では、企業が経済・環境・社

会の各側面に与える長期的影響を考慮し、ステークホルダーからの信頼や企業価値を高めながら、持続的に事業活動を展開していくことを指す。 
3 なお、「健康経営」は、NPO 法人健康経営研究会の登録商標である。 

回答 ｎ %

SDGsについて全く知らない（今回の調査で初めて認識） 421 84.2%

SDGsという言葉を聞いたことがあるが、内容は詳しく知らない 40 8.0%

SDGsの内容について知っているが、特に対応は検討していない 29 5.8%

SDGsについて対応・アクションを検討している 4 0.8%

SDGsについて既に対応・アクションを行っている 6 1.2%

全体 500 100%
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一方で、日本経済団体連合会（経団連）が会員企業・団体に対して、2018年 7月に行った「企業行動憲章に関

するアンケート調査」によれば、SDGsの「持続可能な社会の実現」という考え方を「経営理念」や「企業行動に

関する規範・指針」等に反映していると回答した企業・団体の割合は 8割を超えている。 

 

 
（出典）経団連「企業行動憲章に関するアンケート調査結果（2018年 7月）」より MURC作成 

 

経団連では、2017年に企業行動憲章を改定し、その柱として「Society 5.04の実現を通じた SDGs（持続可能な

開発目標）の達成」を掲げているため、その精神の尊重・実践が求められる会員企業が「持続可能な社会の実現」

を企業理念等に反映させることは、ある種当然とも言える。しかし、理由はどうあれ、経団連の会員として名を

連ねるような日本を代表する大企業が、サステナビリティを経営の中核に据えていく中で、中小企業のサステナ

ビリティに関する認識や取り組みは深化していないという現状が、これらの調査結果から読み取れる。 

 

2. 中小企業を取り巻くステークホルダー 

 大企業がサステナビリティを意識する理由の 1つとして、ESG投資の伸長が挙げられる。前述の経団連のアン

ケートの中でも、「ESG等の非財務情報を開示する理由」として「最も重視するもの」は、「投資家や格付・評価

機関への対応」であるとする回答が最も多い。ESG等の非財務情報の開示が投資に結びつくという発想は、CSR

部門をコストセンターとして捉える向きのあった従来の考え方とは一線を画すものであり、ESG投資の伸長がサ

ステナビリティに対する企業のスタンスを変える大きなトリガーになっているのは間違いないと言えるだろ

う。 

しかし、中小企業の場合は、株式会社であっても株式を非公開としている会社や、そもそも株式会社の形態

を採用していない会社も数多く存在する。そういった企業に対して、ESG投資の伸長は、必ずしもサステナビリ

ティに関する取り組みを推進するインセンティブとはなり得ない。 

 中小企業にとってのインセンティブを考える際のポイントとなるのは、重視するステークホルダーが大企業

とは異なるという点である。下記は、東京商工会議所がかつて中小企業に対して実施した調査であるが、大企

業が最も重視するステークホルダーは「株主」であるのに対し、中小企業は、「販売先」や「従業員」、「仕入

先・調達先」をステークホルダーとして重視していることが分かる。 

                                                   
 
4 狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く、人類社会発展の歴史における 5 番目の新しい社会。IoT や AI、ロボット等の革新技術を最大

限活用して人々の暮らしや社会全体を最適化した未来社会を意味する（経団連 WEB サイトより）。 
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出所：東京商工会議所「『企業の社会的責任（CSR）』についてのアンケート調査」（2005年 7月） 

（注）中小企業は資本金 1千万以上の法定中小企業、大企業は資本金 3億円超の東京商工会議所議員企業。 

 

同様に、中小企業 CSR実態調査研究会が 2010年に行ったアンケート（回答総数 1,583社。5項目以内の複数

回答）においても、「重視している事実上の関係者」の上位回答は「1位：従業員」、「2位：販売先、納品先」、

「3位：仕入先、調達先」となっており、それぞれの回答数は 1,000件を上回っている一方で、「9位：株主」

と回答した企業数はわずか 100社程であった5。どちらの調査も実施から一定期間が経過しているものの、中小

企業と上場企業及び大企業の認識の差異を示唆するには十分な結果であろう。即ち、中小企業は株主や投資家

よりも、取引先や従業員といったステークホルダーを重視する傾向が、これらの調査結果から読み取れる。 

 

筆者は、この重視するステークホルダーの違いに、中小企業とサステナビリティの関係を考えるヒントが隠

されていると感じている。そして、中小企業は、大企業とは異なる観点において、サステナビリティに関する

取り組みが求められているとも言えるだろう。以下、「取引先」と「従業員」という 2つのキーワードを、それ

ぞれ「CSR調達」と「健康経営」という 2つの観点から整理してみたい。 

 

3. CSR調達の広がり 

 近年、企業のサステナビリティに関する取り組みは、サプライチェーン全体に波及している。2013年のラナプ

ラザ崩落事故6以降、特に、サプライチェーン上の人権問題や労働問題がクローズアップされるようになり、グロ

ーバルにビジネスを展開する企業にとって、今や CSRの観点からもサプライチェーンマネジメントが求められて

いる。「ISO20400（持続可能な調達）」や「2020年東京オリンピック・パラリンピック持続可能性に配慮した調達

コード」等、持続可能な調達に係る枠組が制定され、中には「英国現代奴隷法」等のように、サプライチェーン

上の人権・労働分野の対策状況について、法律で情報開示を義務化する動きまで出てくるようになった。 

 ESG 評価の観点からも、サプライチェーン上の取り組みは重要である。世界最大の機関投資家とも言われる年

金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が ESG投資を開始した際に導入した、FTSE、MSCI等のインデックスでも、

社会面や環境面において、サプライチェーン上の取り組みが評価項目として設定されている。加えて、機関投資

家や ESG評価機関は、メディア報道や NGOの報告書等を通じて、企業がサプライチェーン上で不祥事を起こして

                                                   
 
5 足立辰雄 編著『サステナビリティと中小企業』124 頁（同友館, 2013 年） 
6 2013 年 4 月、バングラデシュの首都ダッカ近郊にあるラナプラザビルが崩落し、1000 人以上が死亡した事故。同ビルは違法な増築が行われて

おり、壁に亀裂が入る等、事故直前も劣悪な状況であったが、同ビルには欧米の有名衣料品ブランドの縫製工場がテナントとして入っていたこと

で、これらのブランドの社会的責任が追及される形となった。 
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いないか、常に目を光らせており、ひとたび不祥事が発覚すれば、企業価値の棄損や株価の低下を招くことにな

る。こういった状況を背景に、ESG投資を呼び込みたい大企業は、「サプライヤー行動規範」や「CSR調達ガイド

ライン」等といった調達上のルールを策定し、サプライヤーに対して、サステナビリティに関する取り組みを求

めているのである。 

 中小企業の中には、大企業のサプライチェーンに組み込まれている企業も多いことから、「取引先からサステ

ナビリティに関するチェックリストが送られてきた」、「契約書の条項の中で『サプライヤー行動規範の遵守』を

要求された」等の経験を持つ担当者も多いだろう。また、大企業の中には、サプライヤー行動規範の項目を遵守

せず、是正勧告を受けても改善が見込まれないサプライヤーとは取引を打ち切るというスタンスを取っている企

業も存在する。 

この様に、中小企業が重要なステークホルダーと位置付ける取引先から、サステナビリティの取り組みが求め

られる時代になっている。中小企業にとって、サステナビリティの軽視は、取引額の減少や取引の中止といった

リスクを招く要因の 1つとなりつつあるのである。 

  

4. 働き方改革と健康経営の可能性 

従業員との関係では、昨今の働き方改革の流れが重要である。2019年 4月に働き方改革関連法が施行されたこ

とで、現在、企業内では人事制度や就業規則の見直しが進められている。中には、残業時間の罰則付き上限規制

や、同一労働・同一賃金の適用等、中小企業への適用に猶予期間が設けられているものもあるが、5 日間の有給

休暇取得の義務化等、中小企業としても、迅速な対応が迫られる事項は少なくない。法令の遵守は、企業が社会

的責任を果たす上で土台となる事項であり、その意味でも働き方関連法への対応は必要不可欠となっている。ま

た、長時間労働を是正し、多様で柔軟な働き方を実現するという働き方改革の目的は、ダイバーシティの推進や

ディーセント・ワーク7の実現等とも親和性が高く、SDGs のゴールとも紐付けやすいため、働き方改革への対応

を通じて、自社のサステナビリティに関する取り組みを加速させる方法もあろう。 

 加えて、中小企業にとっては、働き方改革を通じた「魅力ある職場づくり」が重要である。中小企業は、慢性

的な人手不足と言われており、中小企業の経営者の 6 割以上は、「人手が不足している」と考えている8。また、

リクルートワークス研究所の調査によれば、2019 年卒の大卒求人倍率は 1.88 倍となっており、前年比では 7 年

連続で上昇しているが、その中でも中小企業の求人倍率は 9.91 倍と、過去最高の水準を記録しており、中小企

業にとって人材の確保は喫緊の課題であるという状況が伺える9。この様な採用難の状況を打破すべく、中小企業

では、学生や求職者に「選んでもらう」ための積極的な取り組みが必要となってくる。 

 ここで、対応を検討するべき取り組みが健康経営である。健康経営というと、メタボ対策や喫煙率の低下等が

取り上げられることが多いが、本来は「従業員等の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に実践すること」を

指す10。即ち、従業員の健康管理や労働衛生等への取り組みに要する支出を、コストではなく経営的な投資と捉

えることで、従業員の活力向上や生産性向上を促し、業績や企業イメージの向上に繋げるための取り組みである。

健康経営には、リスクマネジメントや労働災害の予防等といった「守り」の側面のみならず、プレゼンティーイ

                                                   
 
7 ILO の提唱する概念で、「権利の保障」「社会保障の確保」「社会対話の確保」「自由と平等の保証」「生活の安定」等を伴う生産的な仕事を指

す。日本語では、「働きがいのある人間らしい仕事」と訳される。 
8 日本商工会議所「人手不足等への対応に関する調査」（2018 年 6 月） 
9 リクルートワークス研究所「第 35 回ワークス大卒求人倍率調査」（2018 年 4 月） 
10 経済産業省 WEB サイト 「健康経営の推進」より 
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ズム11の軽減やワーク・エンゲージメント12の向上による高い生産性の実現、職場の活性化や定着率の上昇等とい

った「攻め」の側面が存在する。健康経営を通じた企業価値の向上は、従業員の獲得や定着が重要な経営課題と

なっている中小企業が、持続可能なビジネスを営んでいく上で、必要不可欠な取り組みと言えるだろう。 

 

5. 終わりに 

 以上、中小企業におけるサステナビリティの重要性について、中小企業が重視するステークホルダーとの関係

から、「CSR 調達」と「健康経営」という 2 つの切り口から概観した。取引先との関係では CSR 調達の観点から、

そして、従業員との関係では健康経営という観点から、中小企業においても、サステナビリティの取り組みを進

める必要性があると考えられる。 

本来、サステナビリティに関する取り組みは、ESG 評価の向上等のために実施されるものではなく、ステーク

ホルダーと良好な関係を築きながら、ビジネスにおける持続可能性や中長期的な企業価値の向上を目指すための

ものである。従って、重視するステークホルダーの違いこそあれ、中小企業がビジネスの継続発展を目指してい

く上で、サステナビリティを軽視することは得策ではないと言えよう。 

もちろん、中小企業の中には、既に SDGs を経営に取り込み、本業を通じて社会課題の解決に取り組んでいる

企業も存在している。特に経営層との距離が近く、経営理念を浸透させやすい中小企業の中には、大企業よりも

機動的にサステナビリティに関する取り組みを進めている企業もある。しかし、経営資源の制約等から、サステ

ナビリティに関する取り組みの重要性を認識しつつも、大企業の様な網羅的な取り組みを進めることの難しさを

感じている中小企業も多い。そういった状況に直面した場合は、まず、自社にとって重要なステークホルダーは

誰かという問いに立ち返ることで、取り組みの優先順位を付け、段階的に進めていくことを検討してはいかがだ

ろうか。 

本稿を通じて、1 社でも多くの企業が、サステナビリティに関する取り組みを実践して頂くこととなれば幸い

である。 

 

（執筆者） 

コンサルティング事業本部 社会システム共創部 ESGコンサルティング室 

コンサルタント 櫻井 洋介 

国際人権法の学位と社会保険労務士資格を有し、ESG 全般に係るコンサルティング業務の中でも、特にビジネス

と人権や労働 CSR等の分野を専門とする。英国エセックス大学ロースクール国際人権法専攻修了。一橋大学大学

院国際企業戦略研究科経営法務専攻博士後期課程在籍中（労働法）。メンタルヘルスマネジメント検定１種（マス

ターコース）合格。東京商工会議所認定健康経営アドバイザー。 

                                                   
 
11 出勤はしているが、体調が優れない等の理由により生産性が低下している状態をプレゼンティーイズムと言い、病気等によって出勤できない状

況を「アブセンティーズム」と言う。各種の研究によれば、アブセンティーイズムよりプレゼンティーイズムの労働損失の方が高いことが指摘さ

れている。 
12 仕事に対して、熱意、没頭、活力の 3 つの要素が揃い、積極的で充実した心理状態を指す。ワーク・エンゲージメントの高まりは、仕事への満

足感やパフォーマンスの向上、ストレスの低下等の効果をもたらすため、メンタルヘルス対策としても注目されている。 



 

ご利用に際してのご留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。  

（お問い合わせ）コーポレート・コミュニケーション室   TEL：03-6733-1005   E-mail：info@murc.jp 
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－ ご利用に際して －  

◼ 本資料は、信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが、当社はその正確性、完全性を保証するものではあ

りません。 

◼ また、本資料は、執筆者の見解に基づき作成されたものであり、当社の統一的な見解を示すものではありません。 

◼ 本資料に基づくお客様の決定、行為、及びその結果について、当社は一切の責任を負いません。ご利用にあたっては、お客様ご

自身でご判断くださいますようお願い申し上げます。 

◼ 本資料は、著作物であり、著作権法に基づき保護されています。著作権法の定めに従い、引用する際は、必ず出所：三菱ＵＦＪリ

サーチ＆コンサルティングと明記してください。 

◼ 本資料の全文または一部を転載・複製する際は著作権者の許諾が必要ですので、当社までご連絡ください。 


